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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第 1 四半期連結累計期間の日本経済は、企業収益や雇用情勢の改善などにより、緩やかな回

復基調が続いています。 

広告業界におきましては、東京地区のスポット広告の出稿量が前年同期を下回るなど、厳しい

状況となりました。 

このような経済状況のなか、当社グループは、テレビ放送事業はもとより、音楽出版事業やそ

の他事業においても収益確保に努め、当第 1 四半期連結累計期間の売上高は 747 億 5 千万円（前

年同期比＋5.5％）となったものの、売上原価、販売費及び一般管理費の合計が 689 億 3 百万円（同

＋10.0％）となりました結果、営業利益は 58 億 4 千 6 百万円（同△29.0％）となりました。また、

経常利益は 69 億 7 千万円（同△23.4％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は 48 億 3 千 7 百万

円（同△11.9％）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

①テレビ放送事業 

タイム収入は、アドバタイザーの宣伝活動において柔軟性と効率性を重視する動きから、固定

費削減傾向がみられたものの、レギュラー番組では、各番組においてセールス枠の見直しを行う

ことなどにより、増収となりました。以上の結果、タイム収入合計は 217 億 4 千 6 百万円（前年

同期比＋2.1％）となりました。 

スポット収入は、東京地区の広告出稿量が前年同期を下回ったことなどから減収となりました。

業種別では「不動産・住宅設備」「自動車・関連品」「エネルギー・素材・機械」などが好調な一

方で、「情報・通信」「趣味・スポーツ用品」「飲料・嗜好品」などは減収となりました。以上の結

果、スポット収入は 260 億 5 百万円（同△3.9％）となりました。 

また、ＢＳ・ＣＳ収入は 63 億 3 千万円（同＋1.3％）、番組販売収入は 32 億 4 千 6 百万円（同

＋5.8％）、その他収入は 47 億 1 千 9 百万円（同＋6.0％）となりました。 

以上により、テレビ放送事業の売上高は 620 億 4 千 8 百万円（同△0.1％）、番組制作費の増加

などにより営業費用は 568 億 2 千 8 百万円（同＋4.4％）となりました結果、営業利益は 52 億 1

千 9 百万円（同△32.1％）となりました。 

 

②音楽出版事業 

「ケツメイシ」がコンサートツアーを展開したことなどにより、音楽出版事業の売上高は 35

億 8 千 8 百万円（前年同期比＋69.7％）、営業費用は 32 億 4 千 3 百万円（同＋59.8％）となりま

した結果、営業利益は 3 億 4 千 4 百万円（同＋304.9％）となりました。 

 

③その他事業 

インターネットテレビ局「ＡｂｅｍａＴＶ」向けのコンテンツ提供など、動画配信事業の拡大

に伴いインターネット事業が増収となりました。また、「ポール・マッカートニー ワン・オン・

ワン ジャパン・ツアー2017」などが寄与したことにより、イベント事業が増収となりました。 

以上により、その他事業の売上高は 120 億 3 千 6 百万円（前年同期比＋25.4％）、インターネ

ット関連費の増加などにより営業費用は 116 億 6 千 4 百万円（同＋29.1％）となりました結果、

営業利益は 3 億 7 千 2 百万円（同△33.2％）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

当第 1 四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比 2 億 1 千 2 百万円増の 4,262 億 8

千 2 百万円となりました。 

負債合計は、前連結会計年度末比 42 億 6 千 4 百万円減の 990 億 1 千 3 百万円となりました。こ

れは、未払法人税等が 19 億 7 千 8 百万円、支払手形及び買掛金が 18 億 2 千 5 百万円減少したこ

となどによります。また、純資産合計は、前連結会計年度末比 44 億 7 千 6 百万円増の 3,272 億 6

千 9 百万円となりました。この結果、自己資本比率は 76.1％となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

第 2 四半期累計期間の連結業績予想につきましては、スポット収入が予想を下回る見通しであ

ることなどから、売上高、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益は、前回

予想（平成 29 年 5 月 9 日発表）を下回る見通しであります。 

なお、通期の連結業績予想につきましては、売上高は前回予想を下回る見通しであるものの、

収益拡大に向けた取り組みを行うとともに、コストコントロールに努めることで、営業利益、経

常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益は前回予想を変更しておりません。 

 

平成 30年 3月期第 2四半期（累計）連結業績予想数値の修正(平成 29年 4月 1日～平成29年 9月 30日) 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

四半期純利益 

1株当たり 

四半期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想 (Ａ) 151,000 7,500 8,000 5,500 51.29

今 回 修 正 予 想 (Ｂ) 148,000 6,500 7,500 5,000 46.62

増 減 額 (Ｂ－Ａ) △3,000 △1,000 △500 △500 

増  減  率(％) △2.0% △13.3% △6.3% △9.1% 

（ご参考）前期第2四半期実績 

（平成29年 3月期第2四半期) 
144,023 9,662 10,630 6,249 58.25

 

平成 30年 3月期通期連結業績予想数値の修正(平成 29年 4月 1日～平成30年 3月 31日) 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前 回 発 表 予 想 (Ａ) 304,000 17,500 18,000 12,000 111.90

今 回 修 正 予 想 (Ｂ) 297,000 17,500 18,000 12,000 111.90

増 減 額 (Ｂ－Ａ) △7,000 ― ― ― 

増  減  率(％) △2.3% ― ― ― 

（ご参考）前期実績 

（平成29年 3月期) 
295,879 17,278 21,947 15,949 148.66
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(３) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

(継続企業の前提に関する注記) 

 

  該当事項はありません。 

 

 

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記) 

 

  該当事項はありません。 

 

 

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用) 

 

(税金費用の計算) 

税金費用については、当第 1 四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方

法によっております。 

 

 

(会計上の見積りの変更) 

 

(耐用年数の変更) 

放送用機械装置の一部について、従来耐用年数を 6 年としておりましたが、定期的な保守

の実施等により、長期間の使用が見込まれることが判明したため、当第 1 四半期連結会計期間

より耐用年数を 10 年に見直し、将来にわたり変更しております。 

なお、この変更による当第 1 四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
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(セグメント情報) 

 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年4月1日 至 平成28年6月30日） 

（単位：百万円）  

 報告セグメント 

調整額 

(注1) 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注2)  

テレビ放送

事   業

音 楽 出 版

事 業

そ の 他

事 業
計 

売上高  

 外部顧客への売上高 61,580 2,010 7,287 70,878 ― 70,878

 セグメント間の内部売上高 
526 104 2,307 2,939 △2,939 ―

 又は振替高 

 計 62,107 2,115 9,595 73,818 △2,939 70,878

セグメント利益 7,693 85 557 8,335 △96 8,239

（注）1.セグメント利益の調整額△96 百万円は、セグメント間取引消去△52 百万円、当社における子会社からの

収入 476 百万円及び全社費用△519 百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に

係る費用であります。 

      2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年4月1日 至 平成29年6月30日） 

（単位：百万円）  

 報告セグメント 

調整額 

(注1) 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注2)  

テレビ放送

事   業

音 楽 出 版

事 業

そ の 他

事 業
計 

売上高  

 外部顧客への売上高 61,426 3,522 9,801 74,750 ― 74,750

 セグメント間の内部売上高 
621 65 2,235 2,922 △2,922 ―

 又は振替高 

 計 62,048 3,588 12,036 77,673 △2,922 74,750

セグメント利益 5,219 344 372 5,936 △89 5,846

（注）1.セグメント利益の調整額△89 百万円は、セグメント間取引消去△37 百万円、当社における子会社からの

収入 526 百万円及び全社費用△577 百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に

係る費用であります。 

      2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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